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第１章 平成３１年度 事業報告書 
 
１－１．事業運営の総括 
平成 31年度の日本経済は、輸出が底堅さを維持する中、高水準の企業収益を背
景に設備投資は回復軌道に戻った一方、先行きについては、米中貿易摩擦の激化が

及ぼす悪影響も懸念されている。 
こうした経済情勢の中、ロボットや AI、また IoT 技術の急速な進展により、新
たな付加価値や製品、サービスが生まれるなど、企業を取り巻く環境は劇的に変化

しつつある。 
 
市場経済としては、我々の日々の生活の中に様々な形で AI や IoT が本格的に

浸透し始めた年であり、国が推し進める「Society5.0」における「Connected 
Industries」等の取り組みが具体的な動きとして実感し始めた年でもあった。 
業種を超えた企業同士の連携や、共創の取り組みが数多く始まっており、様々な

産業・業種の出展企業から、データ連携や利活用によって社会課題を解決するソリ

ューションおよびサービスなど、未来を見据えた提案がなされている。今後、これ

らの取り組みが更に加速し本格化していくことを大いに期待するところである。 
 
本機構としてもドローンの活用、AI, IoT, 5Gや電波の有効利用をキーワードとし
た取り組みを更に広く展開・発展させるために、産学官による研究開発への参加、

無人機に関する情報収集および同活動の支援を継続しており、当機構の無人機技術

は、今後ますます重要な役割を担うこととなると考えている。 
 
しかしながら、無人機のみならず AI 技術においても日本は世界に比べて技術格
差は大きく離されている。その主たる原因は、日本国内における技術者不足および

技術者軽視が要因と言われており、日本と世界の技術格差は大きく離されている。 
このような国内環境の中、本機構は平成 29年度から令和３年度までの 5年事業
として「技術者養成第一主義」を掲げ、同主義を基軸とした事業を実施する。 
平成 31年度は、発足３年目となり、無人機（特に航空機）に関する技術力向上
を図るため、ドローン操縦士養成、各種セミナーを中心に事業を実施した。また、

昨年度同様、国家戦略特別区域における特定実験試験局制度に関する特例での実証

実験を実施した。なお、令和２年３月３１日をもって実証実験を終了し、事業化へ

と新たなフェーズへ移行する。 
 
平成 31年度における事業収支は少ないながらも安定しており、安定運営に向け
た事業は「技術者養成第一主義」により着実に推し進められている。 
 
 



１－２．事業報告 
１－２－１．研究及び調査 
研究補助金による活動は、市場創造や産業育成のための課題や阻害要因を解決す

るための研究開発活動の一環と位置付けて活動を行った。当初の研究計画を完遂し

た後、部会を通じてその成果を会員企業および市場と共有する。 
(1).  ドローン等の可視光カメラ画像に関する研究（本機構内） 

平成 30年度に実施した、可視光カメラ画像に関する研究成果を基に実地で
実験を繰り返し、ソフトウェアとしての完成度向上を図った。 
 

(2).  国内市場調査（自主調査） 
国内においても、無人機に関する研究機関は多種存在するが、本機構は無

人機本体ではなく、周辺設備や利用環境等を研究する公益性の高い機関とし

ては極めて稀有な存在といえる。 
そこで、国内における無人機（特に航空機）の海外モデルとの機能の比較お

よび、無人機を活用した市場の調査を実施した。 
 

(3).  近未来技術分野における規制のサンドボックス適用可能性調査業務（業務

委託） 
平成３１年１月～令和元年１２月に発行された新聞、産業経済誌等の情報

源から、無人航空機を活用した取組みを収集し、北九州市における近未来技

術分野における規制のサンドボックス適用の可能性を調査する業務を実施。 
 
１－２－２．学術集会、講演会、研究会等の開催 
仲間作りの場や業界最新情報や関連省庁の最新情報を提供するため、市場ニーズ

やユーザー動向、技術・標準化動向、あるいは当機構で取組んでいる研究開発事業

の活動内容や成果に関する講演会を開催した。 
また、当機構の研究成果および賛同者を募るため、展示会に積極的に出展し当機

構のプレゼンスを向上することができた。なお、出展した展示会は以下のとおりで

ある。 
l 第５回しんきん合同商談会（平成 31年 11月，福岡市マリンメッセ福岡） 

 
 
 
 
 
 
 



１－２－３．無人機の利用技能の研鑽及び資質の向上に関すること 
「技術者要請第一主義」の事業計画のもと、無人機の利用技能の研鑽を図るため、

各種セミナーを実施した。実施したセミナーは以下のとおりである。 
(1).  【無人航空機】安全飛行講習会 

(ア) ドローン安全運航のポイント 
２回開催し、参加者総数は１０名であった。 
 

(2).  【画像処理】画像処理講座 
(ア) デジタル画像概論 

１回開催し、参加者総数は６名であった。 
 

(3).  【情報処理】ＡＩ講座 
(ア) 入門講座 

４回開催し、参加者総数は６名であった。 
 

(4).  無人航空機の技術者養成訓練 
(ア) ドローン操縦士養成課程（国土交通省認定講習団体登録済） 
平成 30 年度に予備事業として実施いた無人航空機の技能維持訓練を本年

度（平成 31年 9月）より「【国土交通省認定】ドローン操縦士養成課程」の
名称のもと本格的に事業展開した。個人の需要はもとより官公庁（北九州市）

などの発注者視点のドローン操縦士の訓練を実施し、個人法人等の幅広い層

から指示を受けている。訓練実施実績表を下表に示す。 
 

表．ドローン操縦士養成課程実績表 
平成 31年 9月～令和 02年 3月 

種別 主な用途 数量(名) 

個人 ホビー 4 

法人 インフラ点検 7 

官公庁 消防・災害・事故 9 

 合計 20 

   

 
  



１－２－４．関連団体との連携交流に関すること 
公益社団法人 土木学会との交流を図った。 
特に、無人水上艇の土木分野への活用の状況を学会に周知し、当機構のプレゼンス

を向上するため、土木学会西部支部のシンポジウムの開催に協力すると共に当機構

の研究開発成果について講演した。 
 
１－２－５．会員内外への普及啓発活動 
メール等を利用し、無人機に関する、産業界の動き、国際規格、国内導入事例、

国土交通省の情報や当機構の活動内容を会員と共有した。また、会員以外のユーザ

ー・団体に対しても、雑誌記事への広告、あるいは機構ウェブサイト、広報発表や

展示会などを活用して情報発信を行った。 
本年度は、本機構の事務局のある地区（ひびきの学研都市自治区）の小学校や特

別養護施設等において、将来のドローン技術を担う小学生を中心にドローンの魅力

や学問としての理系の面白さを伝えるための無料体験会を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１－３．会員の入退会状況 
１－３－１．会員の増減 
 

種別 
H30年度 H31年度 

増減 備考 
H30.4 ~ H31.3 H31.4 ~ R02.3 

正 会 員 10 8 -2 ０増２減 
団 体 会 員 6 6 0 ０増０減 
賛 助 会 員 4 4 0 ０増０減 
特別団体会員 4 5 +1 １増０減 

合計 24 23 -1  
 



第２章 平成３１年度 財務諸表 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３期 
 

財 務 諸 表 
 
 
 
 

自：平成 31年 4月 01日 
至：令和 02年 3月 31日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般社団法人 無人機研究開発機構 
（法人番号：8290805008978） 

 
理事長 丹 康弘 
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